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公布 条例

◇ 鳥取県行政手続条例 一部 改正 条例（ ）（県民室）………………………………………

鳥取県産業技術 ー条例 一部 改正 条例（ ）（産業技術 ー）………………

鳥取県港湾管理条例 一部 改正 条例（ ）（空港港湾課）…………………………………

警察署 名称、位置及 管轄区域 関 条例 一部 改正 条例（ ）

（警察本部警務課）……………………………………………………………………………………

貸付金 返還 係 債務 免除 関 条例 一部 改正 条例（ ）（審査指導室）……

◇鳥取県行政手続条例 一部 改正 条例

用語 意義 関 事項

（ ） 申請 意義 、鳥取県補助金等交付規則 規定 補助金等及 貸付金（補助金等 係 予算 執

行 適正化 関 法律 規定 補助金等 財源 全部又 一部 、 、当該補助金等 目

的 従 交付 除 。） 交付 求 行為 該当 加 。（第 条関

係）

（ ） 事前協議 意義 、申請 先立 、申請 予定 者（以下「申請予定者」 。） 当該申請

内容 適否 行 協議 。（第 条関係）

事前協議 係 行政指導 関 事項

（ ） 行政機関 、事前協議 事務所 到達 当該事前協議 対 適否 応答

通常要 標準的 期間（専 申請予定者 処理 期間 除 。以下「協議期間」 。）

定 、 当該事前協議 携 行政機関 事務所 備付 他 適当 方法

公 。（第 条 関係）

（ ） 事前協議 携 者 、事前協議 申入 、当該事前協議 申入 者 対 、

協議期間 教示 。（第 条 関係）

事前協議 係 行政指導 対 異議 関 事項

（ ） 事前協議 申入 者 、当該事前協議 処理 関 異議 、行政機関 長 対

異議 申出 行 。（第 条 関係）

（ ） 行政機関 長 、異議 申出 受 、当該申出 内容 調査 上、必要 措置 講

、当該対応 結果 当該異議 申 出 者 対 回答 。（第 条

関係）

他所要 規定 整備 行 。

条例 、規則 定 日 施行 。

◇鳥取県産業技術 ー条例 一部 改正 条例

鳥取県産業技術 ー 測定機械 使用料 上限 時間 円（現行 円）
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ととした

この は の から することとした

の を する

の

のうち が する という には が する

という は ち ってはならないこととした ただし りの があるものと

して で める は この りでないこととした

は を したときは その を するものとすることとした

は を したときは で める によりその を するものとすること

とした

の

においては その を げる をしてはならないこととした

の

は の で める を き に ち ろうとする は ち った に

し への りの からの その な を ずることができること

とした

は の をしようとする は をした に し の

からの その な を ずることができることとした

は のいずれかに する に し を けないでする の に した

の その な を ずることができることとした

ア を けないで を した

イ を けないで に を し はその をした

ウ を けないでボ トパ クにおける を った

の に わない は の に することとした

その

の の を うこととした

この は から することとした

の を ずることとした

の を する について の を うこととした

の び に する の を する

び を することとした

を の に えることとした

を の の とすることとした

を の の とすることとした

び を の の とする

こととした

びに び を の に えることとした

。（別表第 関係）

条例 、公布 日 施行 。

◇鳥取県港湾管理条例 一部 改正 条例

制限区域等（第 条 関係）

（ ） 港湾施設 知事 指定 区域（以下「制限区域」 。） 、知事 指定 期間（以

下「制限期間」 。）内 立 入 。 、立入 必要

規則 定 場合 、 限 。

（ ） 知事 、制限区域 指定 、 区域 告示 。

（ ） 知事 、制限期間 指定 、規則 定 方法 期間 公示

。

禁止行為（第 条 関係）

港湾施設 、 利用 妨 行為等 。

監督処分（第 条 関係）

（ ） 知事 、 （ ） 規則 定 場合 除 、制限区域内 立 入 者又 立 入 者

対 、制限区域内 立入 中止、制限区域 退去 他必要 措置 命

。

（ ） 知事 、 禁止行為 者又 禁止行為 者 対 、禁止行為 中止、港湾施設

退去 他必要 措置 命 。

（ ） 知事 、次 該当 者 対 、許可 受 行為 中止、既 設置 設備

除却 他必要 措置 命 。

許可 受 港湾施設 使用 者

許可 受 港湾施設 設備 設置 、又 変更 者

許可 受 ー ー 制限行為 行 者

罰則（第 条関係）

監督処分 従 者 、 万円以下 過料 処 。

他

所要 規定 整備 行 。

施行期日等

（ ） 条例 、平成 年 月 日 施行 。

（ ） 所要 経過措置 講 。

（ ） 鳥取県港湾管理条例 一部 改正 条例 所要 改正 行 。

◇警察署 名称、位置及 管轄区域 関 条例 一部 改正 条例

鳥取県岩美警察署及 鳥取県溝口警察署 廃止 。（別表関係）

岩美郡 鳥取県鳥取警察署 管轄区域 加 。（別表関係）

八頭郡河原町 鳥取県智頭警察署 管轄区域（現行 鳥取県郡家警察署 管轄区域） 。

（別表関係）

東伯郡大栄町 鳥取県倉吉警察署 管轄区域（現行 鳥取県八橋警察署 管轄区域） 。

（別表関係）

西伯郡大山町及 名和町 鳥取県八橋警察署 管轄区域（現行 鳥取県米子警察署 管轄区域）

。（別表関係）

西伯郡岸本町並 日野郡溝口町及 江府町 鳥取県黒坂警察署 管轄区域 加 。（別

表関係）
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改 正 後 改 正 前

（定義）

第 条 条例 、次 各号 掲 用語 意

義 、当該各号 定 。

（ ）～（ ） 略

（ ） 申請 次 行為 該当

。

条例等 基 、知事等 許可、認可、免許

他 自己 対 何 利益 付与 処分

（以下「許認可等」 。） 求 行為

、当該行為 対 知事等 諾否 応答

（定義）

第 条 条例 、次 各号 掲 用語 意

義 、当該各号 定 。

（ ）～（ ） 略

（ ） 申請 条例等 基 、知事等 許可、認可、

免許 他 自己 対 何 利益 付与 処

分（以下「許認可等」 。） 求 行為

、当該行為 対 知事等 諾否 応答

。
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その の の を うこととした

この は から することとした
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が したとき に の に る の は を することができる

の に び に する を えることとした

この は から することとした

の を する をここに する

の を する
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が しない には という を える

の の の が かれた の を く という に する の

の が かれた の び を く という が する

には を に め に する が しない には

を る

他所要 規定 整備 行 。

条例 、平成 年 月 日 施行 。

◇貸付金 返還 係 債務 免除 関 条例 一部 改正 条例

借受者 死亡 等 育英奨学資金 返還 係 債務 全部又 一部 免除 育英

奨学資金 借受対象者 、盲学校、聾学校及 養護学校 在学 者 加 。

条例 、平成 年 月 日 施行 。

鳥取県行政手続条例 一部 改正 条例 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県行政手続条例 一部 改正 条例

鳥取県行政手続条例（平成 年鳥取県条例第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中条、号及 号 細目 表示 下線 引 条、号及 号 細目（以下「移動条等」

。） 対応 同表 改正後 欄中条、号及 号 細目 表示 下線 引 条、号及 号 細目（以下

「移動後条等」 。） 存在 場合 、当該移動条等 当該移動後条等 、移動後条等 対応 移

動条等 存在 場合 、当該移動後条等（以下「追加条等」 。） 加 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（号 表示 除 。以下「改正部分」 。） 対応 同表

改正後 欄中下線 引 部分（号 表示及 追加条等 除 。以下「改正後部分」 。） 存在 場

合 、当該改正部分 当該改正後部分 改 、改正部分 対応 改正後部分 存在 場合 、当該改

正部分 削 。
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を するものとする
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の は の により の を
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た に し するものとする
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る の の に する に

する をその の は とし かつ

の に って するものを く

に る は は とみなして

この の を する

び

へのこの の

に づく

に する

び に る の の

に する

に する をその の は と

し かつ の に って するもの

を く に る は は と

みなして この の を する

鳥取県補助金等交付規則（昭和 年鳥取県規則

第 号）第 条第 項 規定 補助金等及 貸

付金（補助金等 係 予算 執行 適正化 関

法律（昭和 年法律第 号）第 条第 項

規定 補助金等 財源 全部又 一部 、

、当該補助金等 目的 従 交付

除 。） 交付 求 行為

（ ）及 （ ） 略

（ ） 事前協議 申請 先立 、申請 予定 者

（以下「申請予定者」 。） 当該申請 内容

適否 行 協議 。

（ ） 略

（事前協議 係 協議期間）

第 条 行政機関 、事前協議 事務所 到達

当該事前協議 対 適否 応答

通常要 標準的 期間（専 申請予定者 処理

期間 除 。以下「協議期間」 。） 定

、 当該事前協議 携 行政機

関 事務所 備付 他 適当 方法

公 。

事前協議 携 者 、事前協議 申入

、当該事前協議 申入 者 対 、協議

期間 教示 。

（事前協議 処理 関 異議）

第 条 前条第 項 事前協議 申入 者 、

当該事前協議 処理 関 異議 、行政機

関 長 対 異議 申出 行 。

行政機関 長 、前項 規定 異議 申出 受

、当該申出 内容 調査 上、必要 措置

講 、当該対応 結果 当該異議 申

出 者 対 回答 。

（補助金等 条例 適用）

第 条 条例等 基 鳥取県補助金等交付規則第 条

第 項 規定 補助金等及 貸付金（補助金等 係

予算 執行 適正化 関 法律第 条第 項 規

定 補助金等 財源 全部又 一部 、 、

当該補助金等 目的 従 交付 除 。）

係 行為 、処分、行政指導又 届出 、

条例 規定 適用 。

（ ）及 （ ） 略

（ ） 略

（補助金等 条例 適用）

第 条 条例等 基 鳥取県補助金等交付規則（昭和

年 月鳥取県規則第 号）第 条第 項 規定

補助金等及 貸付金（補助金等 係 予算 執行 適

正化 関 法律（昭和 年法律第 号）第 条第

項 規定 補助金等 財源 全部又 一部

、 、当該補助金等 目的 従 交付

除 。） 係 行為 、処分、行政指導又 届出

、 条例 規定 適用 。
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改 正 後 改 正 前

別表第 （第 条、第 条関係）

略

設備使用料

区 分 単 位 金 額

略

測定機械 時間 円以内 知

事 別 定 額

略

備考 略

別表第 （第 条、第 条関係）

略

設備使用料

区 分 単 位 金 額

略

測定機械 時間 円以内 知

事 別 定 額

略

備考 略

１ ２ ５

１

２

３ １

１ ２ ５

１

２

３ １につき で

が に める

につき で

が に める

2,700 1,400

鳥取県産業技術 ー条例 一部 改正 条例 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県産業技術 ー条例 一部 改正 条例

鳥取県産業技術 ー条例（平成 年鳥取県条例第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分 同表 改正後 欄中下線 引 部分 改 。

附 則

条例 、公布 日 施行 。

鳥取県港湾管理条例 一部 改正 条例 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県港湾管理条例 一部 改正 条例

鳥取県港湾管理条例（昭和 年鳥取県条例第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中条及 号 表示 下線 引 条及 号（以下「移動条等」 。） 対応 同

表 改正後 欄中条及 号 表示 下線 引 条及 号（以下「移動後条等」 。） 存在 場合

、当該移動条等 当該移動後条等 、移動条等 対応 移動後条等 存在 場合 、当該移動条等

（以下「削除条等」 。） 削 、移動後条等 対応 移動条等 存在 場合 、当該移動後条等

（以下「追加条等」 。） 加 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（号 表示及 削除条等 除 。以下「改正部分」 。） 対

センタ の を する をここに する

センタ の を する

センタ の を のように する

の の の が かれた を の の が かれた に める

この は の から する

の を する をここに する

の を する

の を のように する

の の の び の に が かれた び という に する

の の び の に が かれた び という が する に

は を とし に する が しない には

という を り に する が しない には

という を える

の の の が かれた の び を く という に

16 25

11 36

16 25

35

６

６

６

鳥取県条例第 号

鳥取県条例第 号

35

36



平成 年 月 日 金曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号16 25 966 ６

改 正 後 改 正 前

（制限区域等）

第 条 港湾施設 知事 指定 区域（以下

「制限区域」 。） 、知事 指定 期間

（以下「制限期間」 。）内 立 入

。 、立入 必要 規則

定 場合 、 限 。

知事 、前項 規定 制限区域 指定

、 区域 告示 。

知事 、第 項 規定 制限期間 指定

、規則 定 方法 期間 公示

。

（禁止行為）

第 条 港湾施設 、次 掲 行為

。

（ ） 港湾施設 利用 妨 行為

（ ） 港湾施設 損 、又 汚損 行為

（ ） 前 号 掲 、港湾施設 保全上

又 管理上支障 行為 規

則 定

（使用等 許可）

第 条 港湾施設 使用 者 、知事 許可

受 。 、航路、泊地及 道

路 通常使用 場合（制限区域 使用 場合 除

。） 、 限 。

知事 、前項 規定 基 許可 申請 場

合 、当該申請 係 行為 次 各号

該当 認 、前項 許可

。

（ ）～（ ） 略

（ ） 爆発物 他取扱上危険 伴 物件 荷役 、

携帯 、運搬 、保管 、又 貯蔵

。

（ ） 港湾施設 使用 当 制限期間 指定 必要

場合 、港湾施設 使用 日

港湾施設 保全上又 管理上必要 措置

認 。

（ ） 略

～ 略

（港湾施設 滅失 損）

（使用等 許可）

第 条 港湾施設 使用 者 、知事 許可

受 。 、航路、泊地及 道

路 通常使用 場合 、 限 。

知事 、前項 規定 基 許可 申請 場

合 、当該申請 係 行為 次 各号

該当 認 、前項 許可

。

（ ）～（ ） 略

（ ） 略

～ 略

（港湾施設 滅失 損）

２ ２

２

３ １

２ ３

１

２

３ ２

３

２

１ ３

４

５

６

３ ５

３

２

１ ３

４

３ ５

の のうち が する

という には が する

という は ち ってはなら

ない ただし りの があるものとして で

める は この りでない

は の により を したとき

は その を するものとする

は の により を したと

きは で める によりその を するも

のとする

の においては に げる をし

てはならない

の を げる

をき し は する

に げるもののほか の

は となるおそれのある であって

で めるもの

の

を しようとする は の

を けなければならない ただし び

を する を する を

く は この りでない

は の に づく の があった

において に る が の のいずれ

かに すると めるときは の をしないこ

とができる

その を う を し

し し し は するものである

とき

の に たり の を

とする において を する までに

の は な をとること

ができないと めるものであるとき

の き

の

を しようとする は の

を けなければならない ただし び

を する は この りでない

は の に づく の があった

において に る が の のいずれ

かに すると めるときは の をしないこ

とができる

の き

応 同表 改正後 欄中下線 引 部分（条及 号 表示並 追加条等 除 。以下「改正後部分」

。） 存在 場合 、当該改正部分 当該改正後部分 改 、改正部分 対応 改正後部分 存在

場合 、当該改正部分 削 、改正後部分 対応 改正部分 存在 場合 、当該改正後部分

加 。

する の の が かれた び の びに を く と

いう が する には を に め に する が し

ない には を り に する が しない には を

える



平成 年 月 日 金曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号16 25 96 7６

第 条 責 帰 事由 港湾施設 滅

失 、又 損 者 、知事 指示 原状

回復 、又 生 損害 賠償

。

（監督処分）

第 条 知事 、第 条 第 項 書 規定

場合 除 、制限区域内 立 入 者又

立 入 者 対 、制限区域内 立入 中止、

制限区域 退去 他必要 措置 命

。

知事 、第 条 各号 掲 行為（以下「禁止

行為」 。） 者又 禁止行為

者 対 、禁止行為 中止、港湾施設 退去

他必要 措置 命 。

知事 、次 各号 該当 者 対 、

許可 受 行為 中止、既 設置 設備

除却 他必要 措置 命 。

（ ） 第 条第 項 許可 受 、港湾施設

使用 者

（ ） 第 条第 項 許可 受 同項 設備

設置 、又 変更 者

（ ） 第 条 第 項 許可 受 同項各号

掲 行為 行 者

（罰則）

第 条 次 各号 該当 者 、 万円以

下 過料 処 。

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 第 条 第 項 第 項 規定

知事 命令 従 者

第 条 使用者 、 責 帰 事由 港湾施

設 滅失 、又 損 、知事 指示

原状 回復 、又 生 損害 賠償

。

（罰則）

第 条 次 各号 該当 者 、 万円以

下 過料 処 。

（ ） 第 条第 項 許可 受 、港湾施設

使用 者

（ ） 第 条第 項 許可 受 同項 設備

設置 、又 変更 者

（ ） 略

（ ） 略

８

２ ２ ２ １

２ ２ ３

３

１ ３ １

２ ３ ４

３ ３ ２ １

５

１

２

３ ２ １ ３

８

５

１ ３ １

２ ３ ４

３

４

その めに するべき により を

し はき した は の によって に

し はこれによって じた を しなけれ

ばならない

の は の ただし に

する を き に ち ろうとする

は ち った に し への りの

からの その な を ずることが

できる

は の に げる

という をしようとする は をし

た に し の からの そ

の な を ずることができる

は の のいずれかに する に し

を けないでする の に した

の その な を ずることができる

の を けないで を

した

の を けないで の を

し は した

の の を けないで

に げる を った

の のいずれかに する は

の に する

の から までの による

の に わない

は その に すべき により

を し はき したときは の によっ

て に し はこれによって じた を

しなければならない

の のいずれかに する は

の に する

の を けないで を

した

の を けないで の を

し は した

11

14

11

14

附 則

（施行期日）

条例 、平成 年 月 日 施行 。 、第 条 第 項第 号 改正規定 、規則 定

日 施行 。

（罰則 関 経過措置）

条例 施行前 行為 対 罰則 適用 、 従前 例 。

（鳥取県港湾管理条例 一部 改正 条例 一部改正）

鳥取県港湾管理条例 一部 改正 条例（平成 年鳥取県条例第 号） 一部 次 改正 。

鳥取県港湾管理条例 一部 改正 条例第 条 規定中、鳥取県港湾管理条例第 条 改正規定 削 、

同条例第 条及 第 条 改正規定 次 改 。

１ ７ １ ２ ３ ３

２

３

２ ８

この は から する ただし の の は で め

る から する

に する

この の にした に する の については なお の による

の を する の

の を する の を のように する

の を する の の を り

び の を のように める

16 11

16 22

10 14



平成 年 月 日 金曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号16 25 968 ６

改 正 後 改 正 前

（公益上 必要 許可 取消 等）

第 条 知事 、港湾修築事業 他 港湾 工事 施

行又 港湾 維持管理 、特 必要 認

、使用者又 第 条 第 項 許可 受

者 対 前条 規定 処分 、又 必要 措置

命 。

略

（罰則）

第 条 次 各号 該当 者 、 万円以

下 過料 処 。

（ ） 略

（ ） 第 条 第 項 準用 第 条第

項 規定 許可条件 違反 第 条 第

項 許可 係 行為 行 者

（ ） 略

（ ） 略

（公益上 必要 許可 取消 等）

第 条 知事 、港湾修築事業 他 港湾 工事 施

行又 港湾 維持管理 、特 必要 認

、使用者 対 前条 規定 処分 、又

必要 措置 命 。

略

（罰則）

第 条 次 各号 該当 者 、 万円以

下 過料 処 。

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

改 正 後 改 正 前

別 表

警察署 名称、位置及 管轄区域

名 称 位 置 管 轄 区 域

鳥取県岩美
警察署

岩美郡岩美町 岩美郡 岩美町、福
部村

鳥取県鳥取
警察署

鳥取市 鳥取市、岩美郡 国
府町

別 表

警察署 名称、位置及 管轄区域

名 称 位 置 管 轄 区 域

鳥取県鳥取
警察署

鳥取市 鳥取市及 岩美郡

の による の し

は その の の の

は の のため に があると め

るときは は の の を け

た に し に する をし は な

を ずることができる

の のいずれかに する は

の に する

の において する

の による に して の

の に る を った

の による の し

は その の の の

は の のため に があると め

るときは に し に する をし

は な を ずることができる

の のいずれかに する は

の に する

の び

のうち

のうち

の び

び

10

14

10

14

３ ２ １

２

５

１

２ ３ ２ ３ ３ ５

３ ２ １

３

４

２

５

１

２

３

警察署 名称、位置及 管轄区域 関 条例 一部 改正 条例 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

警察署 名称、位置及 管轄区域 関 条例 一部 改正 条例

警察署 名称、位置及 管轄区域 関 条例（昭和 年鳥取県条例第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（以下「改正部分」 。） 対応 同表 改正後 欄中下線

引 部分（以下「改正後部分」 。） 存在 場合 、当該改正部分 当該改正後部分 改 、

改正後部分 対応 改正部分 存在 場合 、当該改正後部分 加 、改正部分 対応 改正後部分

存在 場合 、当該改正部分 削 。

次 表 改正前 欄 表中太線 囲 部分（以下「改正表」 。） 当該改正表 対応 次 表

改正後 欄 表中太線 囲 部分 改 。

の び に する の を する をここに する

の び に する の を する

の び に する の を のように する

の の の が かれた という に する の の

が かれた という が する には を に め

に する が しない には を え に する

が しない には を る

の の の の で まれた という を に する の の

の の で まれた に める

16 25

29 30

６

鳥取県条例第 号37



平成 年 月 日 金曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号16 25 96 9６

鳥取県郡家
警察署

八頭郡郡家町 八頭郡 郡家町、河
原町、船岡町、八東町、
若桜町

鳥取県智頭
警察署

八頭郡智頭町 八頭郡 智頭町、用
瀬町、佐治村

略

鳥取県倉吉
警察署

倉吉市 倉吉市、東伯郡 北
条町、三朝町、関金町、
湯梨浜町

鳥取県八橋
警察署

東伯郡琴浦町 東伯郡 大栄町、琴
浦町、西伯郡 中山
町

鳥取県米子
警察署

米子市 米子市、西伯郡 日
吉津村、淀江町 大山町
名和町、南部町

鳥取県境港
警察署

境港市 境港市

鳥取県溝口
警察署

日野郡溝口町 西伯郡 岸本町、日
野郡 溝口町、江府
町

鳥取県黒坂
警察署

日野郡日野町 日野郡 日野町、日
南町

鳥取県郡家
警察署

八頭郡郡家町 八頭郡 郡家町、船
岡町、八東町及 若桜町

鳥取県智頭
警察署

八頭郡智頭町 八頭郡 河原町、用
瀬町、佐治村及 智頭町

略

鳥取県倉吉
警察署

倉吉市 倉吉市並 東伯郡
北条町、三朝町、関金

町、大栄町及 湯梨浜町

鳥取県八橋
警察署

東伯郡琴浦町 東伯郡 琴浦町並
西伯郡 大山町、

名和町及 中山町

鳥取県米子
警察署

米子市 米子市並 西伯郡
日吉津村、淀江町及

南部町

鳥取県境港
警察署

境港市 境港市

鳥取県黒坂
警察署

日野郡日野町 西伯郡 岸本町及
日野郡

改 正 後 改 正 前

知事 、次 表 左欄 掲 貸付金 貸付 受

者（以下「借受者」 。） 同表 中欄 掲

免除 条件 適合 場合 、 同表 右欄 掲

免除 範囲内 返還 係 債務 免除

。

貸付金 種類 免除 条件
免除
範 囲

略

知事 、次 表 左欄 掲 貸付金 貸付 受

者（以下「借受者」 。） 同表 中欄 掲

免除 条件 適合 場合 、 同表 右欄 掲

免除 範囲内 返還 係 債務 免除

。

貸付金 種類 免除 条件
免除
範 囲

略

のうち

のうち

のうち

のうち
のうち

のうち
､ ､

のうち
のうち

のうち

のうち
び

のうち
び

びに のう
ち

び

のうち び
に のうち

び

びに のう
ち び

のうち び

は の の に げる の けを け

た という が の に げる

の に する は それぞれ の に

げる の においてその に る を す

ることができる

の の
の

は の の に げる の けを け

た という が の に げる

の に する は それぞれ の に

げる の においてその に る を す

ることができる

の の
の

附 則

条例 、平成 年 月 日 施行 。

貸付金 返還 係 債務 免除 関 条例 一部 改正 条例 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

貸付金 返還 係 債務 免除 関 条例 一部 改正 条例

貸付金 返還 係 債務 免除 関 条例（昭和 年鳥取県条例第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正後 欄中下線 引 部分 加 。

この は から する

の に る の に する の を する をここに する

の に る の に する の を する

の に る の に する の を のように する

の の の が かれた を える

17

16 25

44 35

４ １

６

鳥取県条例第 号38



平成 年 月 日 金曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号16 25 9610 ６

育

英

奨

学

資

金

有用 人材 育成

、県内 住所
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